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■�口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ�
お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■�当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

受益者の皆さまへ

平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上
げます。
当ファンドは投資信託証券への投資を通じて、わ
が国の株式への投資に加え、「高金利通貨戦略」と
「株式カバードコール戦略」および「通貨カバー
ドコール戦略」を組み合わせることで、インカム
ゲインとオプションプレミアムの確保、ならびに
中長期的な信託財産の成長を目指します。当期に
ついても、運用方針に沿った運用を行いました。
今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。

日本株アルファ ・ カルテット

（年２回決算型）
【運用報告書（全体版）】

（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

第 期20
決算日 2026年３月４日

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／株式
信託期間 2016年３月16日から2029年３⽉５⽇まで
運用方針 投資信託証券への投資を通じて、わが国

の株式への投資に加え、「高金利通貨戦
略」と「株式カバードコール戦略」およ
び「通貨カバードコール戦略」を組み合
わせることで、インカムゲインとオプ
ションプレミアムの確保、ならびに中長
期的な信託財産の成長を目指します。

主要投資対象 当ファンドは以下の投資信託証券を主要
投資対象とします。
ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド クラスＡ
日本の株式
マネー・マネジメント・マザーファンド
本邦貨建て公社債および短期金融商品
等

当ファンドの
運用方法

■わが国の株式を実質的な投資対象と
し、ファンダメンタルズおよびバリュ
エーション等を勘案し魅力的な銘柄に
投資することで、中長期的な信託財産
の成長を目指します。
■「高金利通貨戦略」では、相対的に金
利水準の高い通貨の為替取引を実質的
に行います。
■「株式カバードコール戦略」および
「通貨カバードコール戦略」を行うこ
とで、オプションプレミアムの確保を
目指します。

組入制限 ■外貨建資産への直接投資は行いません。
分配方針 ■年２回（原則として毎年３月および９

月の４日。休業日の場合は翌営業日）
決算を行い、分配金額を決定します。
■分配対象額は、経費控除後の利子、配
当等収益と売買益（評価損益を含みま
す。）等の範囲内とします。
■分配金額は、委託会社が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定します。
※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。
ファンドは複利効果による信託財産の
成長を優先するため、分配を極力抑制
します。
（基準価額水準、市況動向等によって
は変更する場合があります。）
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

 最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 公 社 債

組入比率
投資信託証券
組  入  比  率

純 資 産
総 額（分配落） 税　 込

分 配 金
期 中 
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
16期（2024年３月４日） 32,298 0 19.8 0.0 97.3 348 

17期（2024年９月４日） 29,957 0 △ 7.2 0.0 97.4 296

18期（2025年３月４日） 32,199 0 7.5 0.0 97.0 290

19期（2025年９月４日） 37,918 0 17.8 0.0 97.2 305

20期（2026年３月４日） 52,335 0 38.0 0.0 97.4 406

※基準価額の騰落率は分配金込み。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

 当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日 基 準 価 額 公　 社　 債
組  入  比  率

投資信託証券
組  入  比  率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％ ％
2025年９月４日 37,918 － 0.0 97.2

９月末 39,831 5.0 0.0 97.3

10月末 41,702 10.0 0.0 97.5

11月末 44,187 16.5 0.0 97.7

12月末 45,359 19.6 0.0 97.6

2026年１月末 48,722 28.5 0.0 97.8

２月末 53,955 42.3 0.0 98.0

（期　　　末）

2026年３月４日 52,335 38.0 0.0 97.4
※騰落率は期首比です。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。
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1  運用経過
基準価額等の推移について（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

期　　首 37,918円

期　　末 52,335円
（既払分配金0円（税引前））

騰 落 率 ＋38.0％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

純資産総額（百万円）: 右軸

分配金再投資基準価額（円）: 左軸
基準価額（円）: 左軸

期首 期末'25/10 11 '26/１ ２12
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基準価額の主な変動要因（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

●魅力的な配当利回りが評価されたこと
●「高金利通貨戦略」のパフォーマンスがプラスに寄与したこと

当ファンドは、投資信託証券への投資を通じて、わが国の株式への投資に加え、「高金利通貨
戦略」と「株式カバードコール戦略」および「通貨カバードコール戦略」を行いました。

上昇要因

●日中関係の悪化や米国による軍事行動といった地政学リスクが高まったこと
●「株式カバードコール戦略」および「通貨カバードコール戦略」のパフォーマンスがマイナ
スに寄与したこと

下落要因
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投資環境について（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

日本株式市場
国内株式市場は上昇しました。
期初は、景気の先行き回復期待や米国の
利下げ再開などを好感して上値を切り上げ
る中、石破首相辞任に伴う自民党総裁選で
高市氏が選任されると、積極財政への期待
から一段と上昇しました。
期半ばは、高値警戒感や日中関係悪化へ
の懸念に加え、日銀の追加利上げなどが重
荷となり、上値の重い展開となりました。
期後半は、年初に衆議院解散観測が報じ
られると、政権基盤安定や政策推進期待か
ら上昇に転じました。その後、グリーンラ
ンドを巡る米欧対立への懸念が生じたほか、
日米通貨当局による為替介入への警戒から
米ドル安・円高へ急速に振れる場面もありま
したが、衆議院選挙での自民党圧勝を受け
て高市政権による成長戦略への期待が高ま
ると、一段と上げ幅を拡大しました。
期末にかけては、米・イスラエルによるイ
ラン攻撃を受けて地政学リスクへの警戒感
が一段と高まり、リスク回避の売りが膨ら
み、上げ幅を縮小しました。

為替市場
期末のブラジルレアル円は、期初と比較
してブラジルレアル高・円安となりました。
期の前半は、ブラジル国内のインフレ懸
念や政治の緊張などが重石となりましたが、
ブラジルの政策金利が相対的に高い水準を
維持していることや円金利が低位にとどま
る中、総じてブラジルレアル高・円安基調で
推移しました。
期の後半は、12月にブラジル中央銀行が
政策金利を15％に据え置き、高金利を維持
する姿勢を示したことがブラジルレアルの
支援材料となりました。他方、日本では日
銀が利上げを実施したものの、金融環境は
なお緩和的と受け止められ、円安基調に大
きな変化は見られませんでした。
１月以降は新興国通貨への資金流入や、
ブラジル中銀が当面は高金利を維持すると
の見方を背景に、ブラジルレアルは堅調に
推移しました。

日本株式市場は上昇しました。また、為替市場ではブラジルレアルが対円で上昇しまし
た。
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ポートフォリオについて（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

当ファンド
主要投資対象である「ジャパン・エクイ
ティ・プレミアム・ファンド�クラスA」を高
位に組み入れました。

ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド クラスＡ
日本株式の運用については、財務の安定
性、収益成長性などの個々の企業における
ファンダメンタルズ（基礎的条件）、配当利
回り、その他のバリュエーション（投資価値
評価）等を勘案して銘柄選定を行いました。
また、日本株式への投資に加え、「高金利
通貨戦略」と「株式カバードコール戦略」およ
び「通貨カバードコール戦略」を組み合わせ
ることで、インカムゲインとオプションプ
レミアムの確保、ならびに中長期的な信託
財産の成長を目指しました。

●株式組入比率
実質株式組入比率を概ね９割以上に保ち
ました。

●業種配分
期末の業種配分比率については、不動産
業、建設業、医薬品などを市場対比で高く

しています。一方、電気機器、情報・通信業、
卸売業などを市場対比で低くしています。

●個別銘柄
トヨタ自動車、武田薬品工業、長谷工
コーポレーションなどを高い比率で保有し
ています。

●ポートフォリオの特性
配当利回り、その他のバリュエーション
を重視していることにより、高配当で割安
なポートフォリオ特性となっています。

●通貨別配分
「高金利通貨戦略」において高金利通貨（ブ
ラジルレアル）の買いと円の売りの為替取引
を行いました。また、「通貨カバードコール
戦略」において、円に対する高金利通貨（ブ
ラジルレアル）のコールオプションの売りを
行うことでオプションプレミアムの確保を
目指しました。

マネー・マネジメント・マザーファンド
主として、円建ての短期公社債および短
期金融商品に投資し、安定した収益の確保
を目指した運用を行いました。
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ベンチマークとの差異について（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

分配金について（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第20期

当期分配金 0
（対基準価額比率） （0.00％）

当期の収益 －

当期の収益以外 －
翌期繰越分配対象額 45,588

期間の分配は、複利効果による信託財産
の成長を優先するため、見送りといたしま
した。
なお、留保益につきましては、運用の基
本方針に基づき運用いたします。

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。�
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。
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2  今後の運用方針

3  お知らせ
約款変更について

該当事項はございません。

当ファンド
引き続き、運用の基本方針に従い、主と
して「ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド�クラスA」への投資を通じて、わが
国の株式への投資に加え、「高金利通貨戦
略」と「株式カバードコール戦略」および「通
貨カバードコール戦略」を組み合わせること
で、インカムゲインとオプションプレミア
ムの確保、ならびに中長期的な信託財産の
成長を目指して運用を行います。

ジャパン・エクイティ・プレミアム・
ファンド クラスＡ
日本株式の運用方針としては、引き続き、
わが国の株式の中から、財務の安定性、収
益の成長性など個々の企業のファンダメン
タルズ、配当利回り、その他のバリュエー

ション等を考慮して魅力的な銘柄を選定し、
ポートフォリオを構築します。また同一セ
クター内でも業績格差が拡大する傾向が続
くとみていることから、業績見通しを精査
し、堅調な業績が見込める企業への選別投
資を進めていく方針です。こうした運用方
針を基に、中長期的な信託財産の成長を目
指します。
「高金利通貨戦略」では、相対的に金利水
準の高い通貨の為替取引を実質的に行いま
す。また、「株式カバードコール戦略」およ
び「通貨カバードコール戦略」を行うことで、
オプションプレミアムの確保を目指します。

マネー・マネジメント・マザーファンド
円貨建ての短期公社債および短期金融商
品に投資し、安定した収益の確保を目指し
ます。
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１万口当たりの費用明細（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a） 信 託 報 酬 250円 0.559％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は44,742円です。
投信会社:�ファンド運用の指図等の対価
販売会社:�交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの

管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社:�ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実

行等の対価

（投 信 会 社） （98） （0.218）

（販 売 会 社）（146） （0.327）

（受 託 会 社） （6） （0.014）

（b） 売買委託手数料 － － 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料:�有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株　　　　 式） （－） （－）

（先物・オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c） 有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税:有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株　　　　 式） （－） （－）

（公　 社　 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d） そ の 他 費 用 1 0.002 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用:���海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および

資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用:��監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他:�信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （－） （－）

（監 査 費 用） （1） （0.002）

（そ　 の　 他） （－） （－）

合 計 251 0.562

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。

※各項目の費用は、当ファンドが組み入れている投資信託証券が支払った費用を含みません。
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参考情報 総経費率（年率換算）

※１の各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、各比率
は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。「１万口当たりの費用明細」の各比率と
は、値が異なる場合があります。
※２の投資先ファンド（当ファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く））の費用は、
入手可能なファンド全体の経費率です。そのため、実際に投資しているシェアクラスの経費率とは大
きく異なる場合があります。投資先ファンドへの平均投資比率を勘案して、実質的な費用を計算して
います。
※１と２の費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。ま
た、計上された期間が異なる場合があります。
※上記の前提条件で算出している参考値であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

総経費率（ １＋２  ） 1.97％
１  当ファンドの費用の比率 1.13％

２   投資先ファンドの運用管理費用の比率 0.84％
投資先ファンドの運用管理費用以外の比率 －％

その他費用
%0.00

運用管理費用
（受託会社） %0.03

運用管理費用
（投信会社） %0.44

運用管理費用
（販売会社） %0.66

1.97%

総経費率

運用管理費用以外
－%

運用管理費用
0.84%

2 投資先ファンドの費用 0.84% 1 当ファンドの費用 1.13% 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取
引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した比率に、
投資先ファンドの経費率を加えた総経費率（年率）は1.97％です。
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 利害関係人との取引状況等（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

当期中における利害関係人との取引等はありません。
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
� （2025年９月５日から2026年３月４日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

 当期中の売買及び取引の状況（2025年９月５日から2026年３月４日まで）

投資信託証券

買 付 売 付
口 数 買 付 額 口 数 売 付 額

国 内 口 千円 口 千円 
ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ 45,742,500 14,600 78,241,913 24,878 

※金額は受渡し代金。

※国内には、円建ての外国籍投資信託証券を含みます。
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 組入れ資産の明細（2026年３月４日現在）

（1）ファンド・オブ・ファンズが組入れた邦貨建ファンドの明細

フ ァ ン ド 名 期首(前期末) 期 末
口 数 口 数 評 価 額 組 入 比 率

口 口 千円 ％ 
ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ 1,085,940,124 1,053,440,711 395,777 97.4 

合　　　　　　　　　計 1,085,940,124 1,053,440,711 395,777 97.4

※組入比率は、純資産総額に対する評価額の比率。

（2）親投資信託残高

種 類 期　 　首（前期末） 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円 

マネー・マネジメント・マザーファンド 9 9 10 

※マネー・マネジメント・マザーファンドの期末の受益権総口数は2,973,510口です。

 投資信託財産の構成� （2026年３月４日現在）

項 目 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％ 
投 資 信 託 受 益 証 券 395,777 96.8 

マネー・マネジメント・マザーファンド 10 0.0 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 13,048 3.2 

投 資 信 託 財 産 総 額 408,836 100.0 
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 資産、負債、元本及び基準価額の状況
� （2026年３月４日現在）

項 目 期 末
(A)	資 産 408,836,075円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 13,048,398  

投資信託受益証券 （評価額） 395,777,675  

マネー・マネジメント・
マザーファンド （評価額） 10,002  

(B)	負 債 2,513,302  

未 払 金 479,392  

未 払 解 約 金 61,260  

未 払 信 託 報 酬 1,964,124  

そ の 他 未 払 費 用 8,526  

(C)	純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 406,322,773  

元 本 77,639,559  

次 期 繰 越 損 益 金 328,683,214  

(D)	受 益 権 総 口 数 77,639,559口
	 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 52,335円

※�当期における期首元本額80,619,904円、期中追加設定元本額

2,912,368円、期中一部解約元本額5,892,713円です。

※�上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※�上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

 損益の状況
� （自2025年９月５日　至2026年３月４日）

項 目 当 期
(A)	配 当 等 収 益 6,283,378円

受 取 配 当 金 6,258,433
受 取 利 息 24,945

(B)	有 価 証 券 売 買 損 益 105,702,496
売 買 益 108,792,382
売 買 損 △  3,089,886

(C)	信 託 報 酬 等 △  1,972,650
(D)	当 期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 110,013,224
(E)	前 期 繰 越 損 益 金 155,353,704
(F)	追 加 信 託 差 損 益 金 63,316,286

（配 当 等 相 当 額） (   88,582,829)
（売 買 損 益 相 当 額） (△ 25,266,543)

(G)	合　　　 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 328,683,214
	 次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 328,683,214

追 加 信 託 差 損 益 金 63,316,286
（配 当 等 相 当 額） (   88,582,829)
（売 買 損 益 相 当 額） (△ 25,266,543)
分 配 準 備 積 立 金 265,366,928

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公

社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※分配金の計算過程は以下の通りです。

 分配金のお知らせ

１万口当たり分配金（税引前）
当　　　　 　　　　　　　　　　　　期

0円

当 期
(a)	経費控除後の配当等収益 6,172,726円
(b)	経費控除後の有価証券売買等損益 103,840,498

(c)	収益調整金 88,582,829

(d)	分配準備積立金 155,353,704

(e)	当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 353,949,757

	 １万口当たり当期分配対象額 45,588.84

(f)	分配金 0

	 １万口当たり分配金 0

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。
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 組入れ投資信託証券の内容
投資信託証券の概要

ファンド名 ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ

形態 ケイマン籍契約型投資信託（円建て）

主要投資対象 日本の株式を主要投資対象とします。また、スワップ取引を通じて、為替取引、株価指数オプショ
ン取引ならびに通貨オプション取引を活用します。

運用の基本方針

●日本株投資戦略
・�株式への投資に当たっては、財務の安定性、収益の成長性などの個々の企業のファンダメンタル
ズ、配当利回りその他のバリュエーション等を考慮して投資魅力のある銘柄を中心に投資します。

●高金利通貨戦略
・�高金利の通貨の買いと円の売りの為替取引を行います。
・�取引対象通貨は、ブラジルレアルとします。
●株式カバードコール戦略
・�日本の株価指数にかかるコールオプションの売りを行うことでオプションプレミアムの確保を目
指します。

・�原則としてファンドの純資産総額の50％程度のコールオプションの売りを行います。
●通貨カバードコール戦略
・�円に対する高金利通貨（ブラジルレアル）のコールオプションの売りを行うことでオプションプ
レミアムの確保を目指します。

・�原則としてファンドの純資産総額の50％程度のコールオプションの売りを行います。
※�カバードコール戦略では、原則として、権利行使が満期日のみに限定されているオプションを利
用することを基本とします。

※�高金利通貨戦略および株式・通貨のカバードコール戦略については、UBS AG ロンドン支店を相
手方とするスワップ取引を通じて当該戦略を行った場合の投資成果を享受します。

●資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

主な投資制限

・株式への投資割合には、制限を設けません。
・�同一発行体に対する株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ等エ
クスポージャーは、原則として、それぞれ純資産総額の10％以内、合計で純資産総額の20％以内
とします。

・同一セクターへの投資割合は、原則として信託財産の純資産総額の50％以内とします。
・デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。

分配方針 原則毎月行います。

申込手数料 ありません。

運用管理費用

純資産総額に対して　　
運用報酬　　　　　年0.55％程度
報酬代行会社報酬　年0.20％程度＊

事務代行報酬　　　年0.045％程度（最低年40,000米ドル程度）
＊�報酬代行会社報酬の中に、管理会社報酬（年5,000米ドル）、スワップ取引関連費用などが含ま
れます。

※�上記のほか、受託会社報酬（年10,000米ドル）および保管費用などがかかりますが、運用状況等
により変動するものであり、事前に料率等を示すことができません。
また、年間最低報酬額や取引ごとにかかる費用等が定められている場合があるため、純資産総額
の規模や取引頻度等によっては、上記の料率を上回ることがあります。

その他の費用

ファンドの取引関連費用、法的費用、会計・監査および税務上の費用ならびにその他の費用を負担
します。
これらは、ファンドの運営状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を示すことが
できません。

管理会社 UBSマネジメント（ケイマン）リミテッド

副投資顧問会社 三井住友DSアセットマネジメント株式会社

購入の可否 日本において一般投資者は購入できません。

以下には、「ジャパン・エクイティ・プレミアム・ファンド クラスＡ」をシェアクラスとして含む「ジャパン・
エクイティ・プレミアム・ファンド」の情報を委託会社において抜粋、要約して翻訳したものを記載しています。
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 包括利益計算書（2024年11月30日に終了した期間）

（単位：日本円）
収益

損益を通じて公正価値で測定される金融商品の純損益

受取配当金 965,381,630

金融資産及び金融負債にかかる実現純損益 4,642,638,193

金融資産及び金融負債にかかる未実現損益の純変動額 (1,650,707,891)

外国為替取引にかかる実現純損益 101,899

外国為替取引にかかる未実現損益の純変動額 (28,776)

損益合計 3,957,385,055

費用

投資顧問報酬 218,215,406

仲介手数料 75,090,892

カストディーフィー 29,679,598

取引費用 28,626,036

管理事務代行費用 10,454,246

名義書換代理人報酬 7,032,977

受託者報酬 2,073,076

費用合計 371,172,231

運用に伴う損益（金融費用控除前） 3,586,212,824

金融費用

支払利息 (4,160,917)

金融費用控除後及び税引前損益 3,582,051,907

源泉税 (147,848,199)

包括損益（運用による受益者に帰属する純資産の増減額) 3,434,203,708

 組入上位銘柄� （基準日：2024年11月29日）

※比率は、株式現物の評価額に対する割合です。

銘柄名 業種 組入比率
１ ＫＤＤＩ 情報・通信業 3.7%
2 京王電鉄 陸運業 3.7%
3 ソフトバンク 情報・通信業 3.5%
4 日本ハム 食料品 3.4%
5 パナソニック　ホールディングス 電気機器 3.1%

銘柄名 業種 組入比率
6 電源開発 電気・ガス業 3.0%
7 カルビー 食料品 2.9%
8 シンフォニア　テクノロジー 電気機器 2.6%
9 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 2.6%
10 出光興産 石油・石炭製品 2.5%

全銘柄数 77銘柄
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マネー・マネジメント・マザーファンド
第12期（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

信託期間 無期限（設定日：2013年６月３日）
運用方針 ■本邦通貨建て公社債および短期金融商品等に投資を行い、利息等収入の確保を図ります。

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率

円 ％ ％ 百万円
８期（2021年７月26日） 9,972 △0.1 62.4 27
９期（2022年７月25日） 9,967 △0.1 80.9 17
10期（2023年７月25日） 9,960 △0.1 70.9 7
11期（2024年７月25日） 9,957 △0.0 75.7 5
12期（2025年７月25日） 9,984 0.3 67.3 2

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％
2024年７月25日 9,957 － 75.7

７月末 9,957 0.0 56.8
８月末 9,956 △0.0 75.7
９月末 9,960 0.0 75.7
10月末 9,960 0.0 93.7
11月末 9,960 0.0 67.5
12月末 9,962 0.1 67.4

2025年１月末 9,964 0.1 67.4
２月末 9,966 0.1 67.4
３月末 9,970 0.1 67.3
４月末 9,975 0.2 67.3
５月末 9,978 0.2 67.3
６月末 9,981 0.2 67.3

（期　　　末）
2025年７月25日 9,984 0.3 67.3

※騰落率は期首比です。

id24_25253714_01_osk三住DS_マネーマネジメントMF_表紙.indd   1id24_25253714_01_osk三住DS_マネーマネジメントMF_表紙.indd   1 2025/07/30   14:07:332025/07/30   14:07:33
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マネー・マネジメント・マザーファンド

１ 運用経過

基準価額等の推移について（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

基準価額等の推移

期 首 9,957円

期 末 9,984円

騰 落 率 ＋0.3％

基準価額の主な変動要因（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

　当ファンドは、本邦通貨建ての公社債および短期金融商品等を主要投資対象とし、安定した収

益の確保を図ることを目的として運用を行いました。

上昇要因
・日銀が2025年１月に追加利上げを行ったことを受け、短期公社債や短期金融商品

の利回りが上昇し、利子等の収益を確保したこと

9,920

9,940

9,960

9,980

10,000

0

5

10

期首 '24/8 9 10 11 12 '25/1 2 3 4 5 6 期末

純資産総額（百万円）：右軸

基準価額（円）：左軸

id24_25253714_02_osk三住DS_マネーマネジメントMF_運用経過.indd   2id24_25253714_02_osk三住DS_マネーマネジメントMF_運用経過.indd   2 2025/08/05   9:52:522025/08/05   9:52:52
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マネー・マネジメント・マザーファンド

投資環境について（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

国内短期金融市場は下落しました。

　７月末に日本銀行は日銀当座預金付利金利を0.25％へ引き上げ、無担保コール翌日金利を
0.25％程度で推移するよう促すことを決定しました。８月に入ると円高や株安が進んだことでリ
スク回避の動きが強まり、国内金利は急低下しました。10月以降は米大統領選を受けた米国金利
の上昇や日銀のタカ派姿勢を背景に、国内金利は上昇に転じました。2025年１月には日本銀行が
無担保コール翌日金利の誘導目標を0.5％程度へ引き上げ、金利の上昇が続きました。４月以降
は米国の関税措置や中東情勢の緊迫化が金利低下要因となったものの、関税交渉の進展や財政悪
化懸念等を背景に、期末にかけて国内金利は上昇基調で推移しました。
　国庫短期証券３ヵ月物利回りは、一時マイナス圏まで低下する局面もあったものの、10月下旬
以降は上昇基調で推移しました。

ポートフォリオについて（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

　安全性と流動性を考慮し、短期国債を中心とした運用を行いました。年限に関しては、残存
６ヵ月以内の短期国債を中心とした運用を継続しました。

ベンチマークとの差異について（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

　ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

２ 今後の運用方針

　国内景気は米国の関税措置による下押し圧力がかかるものの、賃金上昇による消費の下支えや
企業の設備投資需要の下、先行きは成長軌道に戻る見通しです。ＣＰＩコア（生鮮食品除く消費
者物価指数）の前年比伸び率は、コストプッシュ圧力の減衰が見込まれる一方で賃金上昇に伴い
サービス価格が上昇することにより、教育無償化の拡充による一時的な下押しの影響を除けば、
＋２％程度の伸び率を維持できる見通しです。米国の政策運営やグローバル景気の先行きに対す
る不確実性が高いことは、金利の低下要因です。一方で、日銀は足元では様子見姿勢を続けてい
るものの、不確実性の低下に伴い先行きは利上げ姿勢に戻ることが見込まれます。金利先高観の
継続で国内金利は低下方向には進みにくく、米国と各国の貿易交渉が進む際には上昇圧力がかか
る見通しです。
　当ファンドでは引き続き、安全性と流動性をもっとも重視したスタンスでの運用を継続し、短
期の国債・政府保証債を中心とした運用を行っていきます。ファンドの平均残存年限については、
２～４ヵ月程度を目安に短めを基本とする方針です。

id24_25253714_02_osk三住DS_マネーマネジメントMF_運用経過.indd   3id24_25253714_02_osk三住DS_マネーマネジメントMF_運用経過.indd   3 2025/08/05   9:52:522025/08/05   9:52:52



－　　－18

マネー・マネジメント・マザーファンド

１万口当たりの費用明細（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

当期中における記載すべき項目はありません。

当期中の売買及び取引の状況（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

公社債

買 付 額 売 付 額

千円 千円

国 内
国 債 証 券 1,996 －

特 殊 債 券 1,000 1,999
(3,000)

※金額は受渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。）

※（　）内は償還等による減少分で、上段の数字には含まれておりません。

利害関係人との取引状況等（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

利害関係人との取引状況

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ
Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公 社 債 2 1 33.4 1 － －

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害

関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2024年７月26日から2025年７月25日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。
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Ｂ　個別銘柄開示

国内（邦貨建）公社債

種 類 銘 柄
期 末

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日

％ 千円 千円

国 債 証 券
1251国庫短期証券 － 1,000 999 2025/08/20

1291国庫短期証券 － 1,000 999 2025/09/10

小 計 － 2,000 1,999 －

合 計 － 2,000 1,999 －

組入れ資産の明細（2025年７月25日現在）

公社債

Ａ　債券種類別開示

国内（邦貨建）公社債

区 分

期 末

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

５ 年 以 上 ２ 年 以 上 ２ 年 未 満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％

国 債 証 券 2,000 1,999 67.3 － － － 67.3
(2,000) (1,999) (67.3) (－) (－) (－) (67.3)

合 計 2,000 1,999 67.3 － － － 67.3
(2,000) (1,999) (67.3) (－) (－) (－) (67.3)

※（　）内は非上場債で内書きです。

※組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。

投資信託財産の構成� （2025年７月25日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
公 社 債 1,999 67.3

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 972 32.7

投 資 信 託 財 産 総 額 2,971 100.0
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資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2025年７月25日現在）

項 目 期 末

(A) 資 産 2,971,873円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 972,636

公 社 債(評価額) 1,999,237

(B) 純 資 産 総 額(Ａ) 2,971,873

元 本 2,976,708

次 期 繰 越 損 益 金 △ 4,835

(C) 受 益 権 総 口 数 2,976,708口

１万口当たり基準価額(Ｂ／Ｃ) 9,984円

※当期における期首元本額5,311,622円、期中追加設定元本額0円、

期中一部解約元本額2,334,914円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※期末における元本の内訳は以下の通りです。

タフ・アメリカ（マネープールファンド） 947,933円

日本株アルファ・カルテット（毎月分配型） 1,998,801円

日本株アルファ・カルテット（年２回決算型） 9,990円

大和住銀／コロンビア米国株リバーサル戦略ファンド　Ａコース（ダイワ投資一任専用）

9,992円

大和住銀／コロンビア米国株リバーサル戦略ファンド　Ｂコース（ダイワ投資一任専用）

9,992円

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2024年７月26日　至2025年７月25日）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 13,252円

受 取 利 息 13,252

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △ 4,669

売 買 益 817

売 買 損 △ 5,486

(C) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ) 8,583

(D) 前 期 繰 越 損 益 金 △22,892

(E) 解 約 差 損 益 金 9,474

(F)�合 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) △ 4,835

次 期 繰 越 損 益 金(Ｆ) △ 4,835

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を

差し引いた差額分をいいます。

お知らせ
＜約款変更について＞

・投資信託及び投資法人に関する法律第14条の改正に伴い、記載変更を行うため、信託約款に所要の変更を

行いました。� （適用日：2025年４月１日）
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